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新潟市民病院医療費訪問徴収員事務要綱 

平成１５年１１月１日 

平成１７年４月１日改正 

平成１７年６月１日改正 

平成２０年４月１日改正 

平成２８年３月１日改正 

令和元年５月１日改正 

令和２年４月１日改正 

令和３年４月１日改正 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，新潟市民病院医療費訪問徴収員（以下「徴収員」という。）の身分，

事務の実施等に関し，必要な事項を定めるものとする。 

（身分） 

第２条 徴収員は，地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２２条の２に規定する会

計年度任用職員とする。 

（職務） 

第３条 徴収員は，次に掲げる職務に従事するものとする。 

（１） 医療費の徴収に関すること。 

（２） 医療費の納付意欲向上に関すること。 

（３） 未納者等の異動状況の把握，調査及び連絡に関すること。 

（４） その他医療費の徴収に関し必要な業務。 

２ 徴収員は，傷病その他やむを得ない理由により職務に従事できないときは，速やかにそ

の旨を医事課長（以下「所属長」という。）に届け出なければならない。 

（担当区域） 

第４条 徴収員は，所属長が指定した区域を担当する。 

２ 徴収員は，前項の規定にかかわらず，所属長が特に必要があると認めるときは，同項に

規定する担当区域外の区域においてもその職務に従事しなければならない。 

（秘密を守る義務） 

第５条 徴収員は，職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後もま

た同様とする。 

（研修） 
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第６条 徴収員は，職務の遂行に必要な研修を受けなければならない。 

（貸与品） 

第７条 徴収員には，職務の遂行上必要な次の物品を貸与することができる。ただし，離職

した場合は，速やかに返還しなければならない。 

（１） 領収印 

（２） 徴収用カバン及び文具 

（３） 公用携帯電話 

（４） その他必要な物品 

（公用携帯電話の取扱い） 

第８条 徴収員が公用携帯電話を使用するときは，次の事項を遵守しなければならない。 

（１） 職務以外の目的で使用しないこと。 

（２） 貸与された徴収員以外の者に使用させ，又は貸し出さないこと。 

（３） 病院外に持ち出す場合は，ネックストラップ等を使用し，紛失を防止すること。 

（４） 暗証番号を設定し，他人に知らせないこと。 

（５） 所属長が使用を制限した機能，又は利用を認めていない通信電話会社が提供する

サービス等を利用しないこと。 

（身分証明書） 

第９条 徴収員には，身分証明書（別記様式）を交付する。 

２ 徴収員は，職務に従事するときは身分証明書を常時携帯し，医療費未納者等の関係人か

ら提示を求められたときは，これを提示しなければならない。 

３ 徴収員が離職したときは，速やかに身分証明書を返還しなければならない。 

（現金取扱員証） 

第１０条 徴収員が，新潟市民病院財務規程（平成２０年新潟市民病院管理規程第２３号）

第５条の規定により現金取扱員に任命されたときは現金取扱員証が交付される。この場合

においては，前条第２項及び第３項の規定を準用する。 

（損害賠償の義務） 

第１１条 徴収員は，公金の亡失又は故意若しくは過失により病院に損害を及ぼしたときは，

その損害を賠償しなければならない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか，徴収員の事務に関し必要な事項は，事務局長が別

に定める。 



3/4 
 

附 則 

この要綱は，平成１５年１１月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成１７年６月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，平成２８年３月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和元年５月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 
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別記様式（第９条関係） 

 

（表） 

第               号

身  分  証  明  書

  新潟市民病院現金取扱員

   氏名

年         月      日  生

　　        年       月       日        

印新潟市病院事業管理者

写真

　上記の者は，新潟市民病院現金取扱員及び医療費訪問徴収員
であることを証明する。

 
 

（裏） 

注    意    事    項

１． 　この証明書は，職務に従事するときは常時携帯し，関係人の
請求があったときは，いつでも提示しなければならない。

２． 　この証明書は，他人に貸与し，または譲渡してはならない。

３． 　この証明書は，離職の際には必ず返還すること。

４． 　この証明書の有効期限は

　　          年         月        日 とする。

 


